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Ⅰ はじめに

低炭素電力供給システムを実現する具体的な方策について検討を行うことを

目的として、平成２０年７月に「低炭素電力供給システムに関する研究会」（座

長：山地 憲治 東京大学大学院工学系研究科教授）が設置された。その中で、

今後の新エネルギーの大量導入に伴って必要となる系統安定化対策及びコスト

負担の在り方については、電力系統への影響やその影響に対する対策、さらに

はそれらの対策を組み合わせた具体的シナリオの策定や考え方の整理に専門的

議論が相当程度必要とされた。このため、当該研究会の下に小委員会を設置し、

集中的に議論することが適当であると判断され、本小委員会の設置が決定され

た。

これを受け、本小委員会では、平成２０年９月以降、系統安定化対策に精通す

る実務者、系統利用者、電気料金に精通する実務者、有識者等をメンバーとし

て、新エネルギーの大量導入に伴って必要となる系統安定化対策の時系列シナ

リオ、新エネルギーの大量導入に伴って必要となるコスト負担の在り方につい

て、具体的検討を重ねてきた。

本報告書は、本小委員会における検討の結果を取りまとめたものであり、低炭

素電力供給システムに関する研究会に報告するものである。
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Ⅱ 新エネルギー大量導入に伴って必要となる系統安定化対策の時系列シナリ

オ

１．時系列シナリオの前提

新エネルギーの大量導入に伴って必要となる系統安定化対策の時系列シナリ

オを検討するに当たり、その前提となる新エネルギーの大量導入時における課

題とその対策（オプション）について検討した。

その際、新エネルギーの導入量としては、「福田ビジョン」及び低炭素社会づ

くり行動計画（平成２０年７月閣議決定）においても謳われている、本年５月

に策定された「長期エネルギー需給見通し」の最大導入ケースにおける太陽光

発電の導入量、すなわち、２０２０年度には１，４３２万ｋＷ（２００５年度

実績の約１０倍）、２０３０年度には５，３２１万ｋＷ（２００５年度実績の約

４０倍）が導入されることを前提とした。また、電力需要については、平成２

０年度の一般電気事業者による供給計画を勘案して、これとの継続性も考慮し、

長期エネルギー需給見通しにおける努力継続ケースを用いることとした。

１－１．新エネルギーの大量導入時の電力系統における課題

新エネルギーの大量導入時の電力系統における課題として、第一に、配電

網の電圧上昇による逆潮流の困難化が挙げられる。具体的には、太陽光発電の

出力が設置箇所の消費電力を上回り、電力系統側に電力を逆潮流する場合、配

電系統の電圧が上昇する。連系点における電圧が電気事業法に基づく適正値

（１０１±６Ｖ）1を逸脱しそうな場合には、電圧を適正に維持するため、太

陽光発電の出力を抑制し、逆潮流を抑える必要が生じることとなる。

また、第二の課題としては、新エネルギーの大量導入時においては、周波

数調整力が不足する可能性がある。現在の電力系統においては、一般電気事業

者が需給運用において適正な調整力（ＬＦＣ2容量）を確保することにより周

波数を維持しているが、太陽光発電については天候などの影響により出力が大

幅に変動する可能性があることから、太陽光発電の導入量の大幅な拡大に伴い、

ＬＦＣ容量の不足等への対応が課題となる3。

さらに、余剰電力の発生（需給バランス）が第三の課題として挙げられる。

1 将来的に、家電製品等への影響を十分に考慮することが必要ではあるが、仮に適正電圧の範囲が拡大さ

れたとすれば、太陽光発電の出力抑制の裕度が大きくなる可能性もある。
2 Load Frequency Control。電力需要の小刻みな変動（20 分程度以内）に対しては中央給電指令所から火

力・水力などの発電電力を自動的に微調整して、周波数を維持する機能。
3 発電事業者等の電源を活用することが可能となれば課題が緩和され系統安定化コストを低減できるので

はないかとの意見があった一方、周波数調整については一般電気事業者がその任を担うことが電気事業

制度の根幹であり調整電源に関する議論は別の場ですべきものであるとの意見もあった。
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太陽光発電が大量に導入された場合、需要の少ない時期（軽負荷期）において、

ベースの供給力（原子力、流れ込み式水力、火力最低出力の合計）と太陽光発

電による発電量の合計が需要を上回る可能性があり、この場合、余剰電力が発

生することとなる。なお、この課題については、需要の少ない軽負荷期におい

て太陽光発電の出力を抑制することにより、軽減することが可能である。

その他の課題としては、電力系統において事故や緊急停止等が発生した場

合、本来送電を停止すべき電力系統に、太陽光発電等の分散電源の運転（単独

運転）により通電が継続されることによって、公衆感電、機器損傷の発生、消

防活動への影響、作業員の感電のおそれがあること4や、逆に電力系統のじょ

う乱時に、単独運転防止装置が不要動作、あるいは瞬時電圧低下の影響を受け

て太陽光発電が一斉解列をすることによって、電力系統の需給バランス等が崩

れるおそれがある。

なお、太陽光発電の出力抑制、単独運転防止対策や不要解列防止対策につ

いては、例えば、（財）電気安全環境研究所（ＪＥＴ）の認証化等の具体的な

基準づくりを含め、今後とも検討が必要である。

１－２．新エネルギーの大量導入時における対策（オプション）

一方、上述の課題に対する対策（オプション）として、配電対策としては「①

配電対策は何も講じず、家庭における新規需要の創出5」と「②配電系統の強

化（変圧器の分割設置等）」が、余剰電力対策（周波数対策を含む。）としては

「③蓄電池（需要家側において逆潮流が発生しない容量の蓄電池）の設置」、

「④蓄電池（電力系統側）の設置」及び「⑤揚水発電の活用」が、その他とし

ては「⑥地域間連系線の活用」が考えられる。

それぞれの対策（オプション）における特長及び課題を整理すると以下のと

おりとなる。

4 現在、太陽光発電等の分散電源の設置者に単独運転を検知して解列する保護リレーの設置は義務づけら

れている。
5 電気自動車やヒートポンプ等の新規需要の創出は余剰電力対策にも有効である。
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１－３．コスト試算に用いた太陽光パネル・蓄電池の価格

新エネルギーの大量導入時の電力系統における課題に対する対策（オプショ

ン）のうち、蓄電池については、ＮａＳ電池、ニッケル水素電池、リチウムイ

オン電池、鉛蓄電池などの種類がある。これらの蓄電池について、現時点にお

いては普及量や価格に差があるところではあるが、将来的には量産効果等によ

る価格低減も想定されるところである。そこで、国内の累積生産量と価格推移

を基に、それぞれの蓄電池の価格について推計を実施6した結果、いずれの蓄

電池においても量産によって価格が低減することが見込まれたことから、本小

委員会におけるコスト試算においては、一律の蓄電池価格を用いることとした。

また、太陽光パネル価格についても同様の推計を実施 6し、本小委員会では、

技術開発に基づく太陽光発電ロードマップ（ＰＶ２０３０）7における価格と

今回の推計価格の２種類の価格を用いることとした。
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6 具体的な推計は戒能委員が実施した。

7 2030年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）（2004年6月、独立行政法人新エネルギー･産業技術

総合開発機構（NEDO）新エネルギー技術開発部、2030年に向けた太陽光発電ロードマップ（PV2030）検

討委員会）
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太陽光パネルの設置及び系統安定化対策に係るコスト8

２．時系列シナリオ

以上の新エネルギーの大量導入時の電力系統における課題に対する対策（オ

プション）の組み合わせにより、時系列シナリオを設定することとしたが、時

系列シナリオの設定に際しては、系統安定化対策量を算出する観点から、以下

の三つの視点を考慮することとした。

まず、一つ目の視点としては、太陽光発電の大量導入により、系統安定への

影響が大きくなるのは、電力需要が少なく、かつ、電源構成に占める太陽光発

電の割合が高くなり、流量の増加等により流れ込み式水力発電等のベース供給

力が拡大する時であることから、冷暖房需要が少なく、太陽の南中高度が高い

ことによって太陽光発電の出力が大きくなる５月に必要な系統安定化対策を考

慮することとした。

二つ目の視点としては、太陽光発電によって発生する全ての余剰電力を蓄電

によってカバーする場合には、不合理に極端に大きな設備容量が必要となるこ

とから、季節別の需要パターン等を踏まえ、休日が連続し需要が低い年末年始

やＧＷ期間においては、出力抑制が行われるという前提9で検討することとした。

なお、出力抑制を行わない場合の系統安定化対策コストについては、出力抑

制を行った場合の試算との対比等の一定の仮定の下で約１４兆円（長期割引率

8 太陽光発電が大量導入された場合の蓄電池容量を内生化して蓄電池価格を試算した場合には、2009～

2010 の蓄電池（/kWh）が＜4.7＞、2011～2020 の蓄電池（/kWh）が＜3.1＞、＜3.2＞又は＜3.4＞、2021～2030 の

蓄電池（/kWh）が＜1.5＞、＜1.6＞又は＜1.7＞となる。
9 蓄電池の価格が十分に低い場合には、需要家側で蓄電池を設置することにより、電力系統への逆潮流を

発生させないことも考えられることから、余剰電力の発生（需給バランス）の観点からは出力抑制が必

ずしも必要ではなくなるとの意見もあった。
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３％で２００８年現在価値に換算。以下、特に断りのない場合は同じ。）と推定

される。他方、太陽光パネルに出力抑制機能を追加し、電力需要の少ないＧＷ

や年末年始など一定期間について出力抑制を行うことによって、相当程度の系

統安定化対策コストの低減が期待できる一方、その機能追加に係るコストにつ

いては、１，２００～２，３００億円程度と見込まれる10。

三つ目の視点としては、太陽光発電の大量導入に伴う系統安定化のために必

要となる設備投資面での対策は、出力変動対策よりも余剰電力対策として導入

される揚水発電や蓄電池等が支配的であることから、余剰電力対策に着目して

検討することとした。11

（参考）2030 年度における断面12

以上の新エネルギーの大量導入時における課題に対する対策（オプション）、

及び三つの視点を踏まえ、本小委員会では、

〔シナリオⅠ〕需要家側に蓄電池を設置する場合（オプション③）

〔シナリオⅡ〕配電対策を行いつつ電力系統側に蓄電池を設置する場合（オプ

ション②及び④）

〔シナリオⅢ〕配電対策を行いつつ電力系統側で揚水発電及び蓄電池を設置す

る場合（オプション②、④及び⑤）

10 有限責任中間法人太陽光発電協会による試算を基に算定した。
11 太陽光発電の出力変動に対する負荷追従が可能かどうか、今後、太陽光発電の出力データを蓄積し検証

していく必要がある。
12 2030 年度断面で太陽光発電の導入量が 5,100 万 kW を超過すると、土日に発生した余剰電力を平日に使

い切れず、余剰電力の一部を翌週に持ち越すこととなり、余剰電力対策コストが大幅に増加する。
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を時系列シナリオとして設定13し、コスト試算を行った。

なお、日照量の違いによる太陽光発電普及の地域偏在については、一定の前

提の下で検討した結果、一定の偏在が生じる可能性はある。しかしながら、２

０３０年度に太陽光発電が大量普及した場合においても、太陽光発電普及の地

域偏在は連系線の強化が必要なほどには大きくないものとの結果となった。

13 今回は需要家側又は電力系統側で余剰電力対策を行うとのシナリオで検討を行ったが、現実的には需要

家側と電力系統側での余剰電力対策が組み合わされることも十分想定されるとの意見もあった。
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Ⅲ 新エネルギー大量導入に伴って必要となるコスト及びその負担の在り方

１．各シナリオにおけるコスト14

１．１ シナリオⅠ（需要家側に蓄電池を設置する場合）

本シナリオは、太陽光発電を設置する需要家側に蓄電池を設置して15、余剰

電力対策を行うこととするものである。なお、需要家側の蓄電池の設置によっ

て逆潮流は生じないことを試算の前提としているため、本シナリオにおける余

剰電力対策は、配電対策を兼ねている。余剰電力対策量としては、電力系統側

で余剰電力対策を行う際に２０３０年度に必要となる２．３億ｋＷｈ16を基に、

約２．８億～３．５億ｋＷｈと仮定17した。２０１１年度から対策が実施され

るとしてコストを試算したところ、４．８１～６．０１兆円となった。

14 コスト試算において、各対策（オプション）の耐用年数は、蓄電池 10 年、柱上変圧器 18 年、バンク逆

潮対策・SVC（Static Var Compensator(半導体素子を用いた制御により、無効電力出力を変化させ電圧

を調整)）22 年、揚水発電 60 年とした。なお、2030 年度以降のリプレースは考慮していない。
15 需要家側に蓄電池を設置する場合、夜間に蓄電して昼間に売電する運用に対する対応・対策が必要との

意見、買取価格だけの問題をもって昼間に売電することを技術的に否定することは行き過ぎではないか

との意見、夜間に蓄電をして昼間に太陽光発電の電気と一緒にして放電するのはルール違反との意見、

将来においても現在の買取価格で買い取る可能性は低いのではないかとの意見があった。
16 電気事業連合会による試算。
17 需要家側蓄電池は、需要家自らの判断により運用されるため、系統運用者が電力系統側に蓄電池を設置

し効率的に運用する場合に比べて必要となる設備容量が大きくなる可能性が高いと考えられるが、現時

点ではその実証データがないことから、今回の検討においては、電力系統側で必要と試算された蓄電池

容量 2.3 億 kWh の 1.2～1.5 倍の対策量が必要であり、配電対策を行わない 2020 年度以前も徐々に蓄電

池が設置されるとの単純仮定を置いた（実際には配電対策が必要となる可能性がある）。なお、NEDO が

太田市で実施した「系統連系技術開発及び関連事業」の結果から、電力系統への逆潮流を発生させない

ためには 3kW のパネルで約 4時間分、4kW（オール電化住宅）で約 4.5 時間分、4kW（電気＋ガス住宅）

で約 14 時間分の蓄電池が必要であり、それを基に蓄電池対策量を試算するとそれぞれ 2.1 億 kWh、2.4

億 kWh、7.6 億 kWh となる。
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１．２ シナリオⅡ（配電対策を行いつつ電力系統側に蓄電池を設置する場合）

本シナリオは、太陽光発電からの逆潮流による電圧上昇に対して、２０１１

年から柱上変圧器の分割設置等による配電対策を行いつつ、太陽光発電の導入

量が１，３００万ｋＷを超えると見込まれる２０２０年度以降、電力系統側に

蓄電池を設置して余剰電力対策を行うこととするものである。２０３０年度に

おける必要余剰電力対策量２．３億ｋＷｈを基にコストを試算したところ、配

電対策に係るコストは０．４４兆円となり、余剰電力対策に係るコストは３．

５９兆円となった。

１．３ シナリオⅢ（配電対策を行いつつ電力系統側で揚水発電及び蓄電池を

設置する場合）

本シナリオは、シナリオⅡと同様、太陽光発電からの逆潮流による電圧上昇

に対して、２０１１年から柱上変圧器の分割設置等による配電対策を行いつつ、

太陽光発電の導入量が１，３００万ｋＷを超えると見込まれる２０２０年度以

降、電力系統側に蓄電池及び揚水発電を設置して余剰電力対策を行うこととす

るものである。揚水発電については、供給計画に位置付けられた４箇所、６２

２万ｋＷ以上には、現時点で特定の地点が想定されないことから、揚水発電と

蓄電池との耐用年数の違いを考慮せず、２０３０年度における必要余剰電力対

策量の１０％が揚水発電によってなされると仮定した。電気事業連合会の試算

による２０３０年度における必要余剰電力対策量２．３億ｋＷｈを基にコスト

を試算したところ、配電対策に係るコストは０．４４兆円となり、余剰電力対

策に係るコストは３．６０兆円となった。
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１．４ その他の系統安定化対策に伴うコスト

それぞれのシナリオにおいて共通的に発生する事項として、太陽光パネルの

出力抑制（年末年始とＧＷ期間）、火力発電による調整運転、蓄電池の充放電

ロス・揚水発電のロス及び太陽光出力の把握に係るコストについて、一定の仮

定の下、コストを試算した。

太陽光パネルの出力抑制方法については、現時点において、予め出力抑制日

を設定しておく方法やＦＭ多重放送、ＷＥＢ等による通信手段を活用する方法

などが想定されるところ、これらの手法に係る開発費用、標準化（製品化）費

用及び設定変更等のその他費用として、予め出力抑制日を設定しておく方法に

ついては約０．０４兆円、通信手段を活用する方法については約０．１４兆円

と試算した。18、19

18 有限責任中間法人太陽光発電協会による試算（一般電気事業者側の発生コストを除く。）を基に算定した。
19 通信手段を活用した方が出力抑制量を少なく出来るとの意見があった一方で、その制御については高い

信頼度が求められることからコストが相当高くなるのではないかとの意見や電力会社の顧客データベー

スシステムを相当改築しないと管理できないのではないかとの意見もあった。
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火力発電による調整運転については、太陽光発電の大量導入に伴い、太陽光

発電の天候などの影響による出力変化に対応するためのバックアップとして

部分負荷運転が行われる火力発電所の発電効率が低下することによって追加

的に発生するコストであり、２０３０年度に必要となる対策量約７０億ｋＷｈ
16に基づきコストを試算したところ、０．２３兆円となった。

また、蓄電池の充放電ロス・揚水ロスについては、ロス率を３０％と仮定し、

２０３０年度における対策量約２０億ｋＷｈ16に基づきコストを試算したとこ

ろ、０．０６兆円となった。

さらに、太陽光発電の出力把握については、５，３００万ｋＷ導入時の対策

費用４，０００億円 16を基に０．２６兆円と試算した。

以上の試算結果を、シナリオ毎に整理すると下表のとおりとなる。20

なお、今回の検討において電力需要の前提とした長期エネルギー需給見通しに

おける努力継続ケースとの比較を目的として、長期エネルギー需給見通しにお

ける最大導入ケースを前提とした場合についても簡便的にシナリオⅡと同様に

余剰対策量及び費用を試算21したところ、２０３０年度に５，３２１万ｋＷの太

陽光発電が導入された場合、６．４億ｋＷｈの蓄電容量が必要となり、この蓄

20 太陽光発電が大量導入された場合の蓄電池容量を内生化して蓄電池価格を試算した場合には、シナリオ

Ⅰにおける需要家側蓄電池が 3.36～3.96 兆円、シナリオⅡにおける系統側蓄電池・揚水発電が 2.58 兆

円、シナリオⅢにおける系統側蓄電池・揚水発電が 2.70 兆円となる。
21 努力継続ケースを前提とした試算で用いた予備率を不変（すなわち需要が減るのと同じ割合で各電源種

別の供給力を減らす。）とした。なお、現在価値換算は行っていない。
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電容量を蓄電池（２．５万円／ｋＷｈと仮定）で確保する場合には１６．８兆

円の費用が必要との結果となった。

２．一般電気事業者にとっての新エネ電源コスト等

新エネルギーの大量導入に伴って必要となる系統安定化対策の時系列シナリ

オの評価に当たっては、追加的に発生する社会的費用という観点から、１．の

各シナリオにおけるオプションにおいて試算されたコストをもって比較・評価

すれば、その目的を達成できるものである。

他方、本小委員会においては、一般電気事業者が一次的に負担する追加コス

トの各種料金による回収の在り方等も含め検討することも目的の一つとしたこ

とから、一般電気事業者の新エネルギー電源からの買い取り費用等についても

試算を行った。

２．１ 家庭用太陽光発電等からの余剰電力の買い取りに係るコスト

現在、一般家庭に設置されている太陽光発電からの余剰電力については、各

一般電気事業者において、概ね売電価格での買い取りが実施されているところ

であり、その買取価格は全社加重平均で約２４円／ｋＷｈとなっている。他方、

太陽光発電の大量導入に伴い、発電コストも低下していくことが想定されるこ

とから、本検討においては、現在の余剰買取価格が単純に継続する場合を推計

上の出発点としつつ、太陽光発電の発電コストが現状の余剰買取価格約２４円

／ｋＷｈを下回った際にはその価格を買い取り価格とする場合、さらに、その

場合においても既設分については現在の買取り価格を維持することとした場

合について、家庭からの余剰買取に係るコスト（新エネルギー発電に係る増分

コスト）を試算した。

太陽光発電の普及量、稼働率１２％などを基に試算したところ、２００９年

度から２０３０年度の期間合計で１，４８０億ｋＷｈの余剰電力の買い取りが

見込まれ、当該買い取りに係るコストについては、下表のとおりとなる。22

22 今回の試算では RPS 価値分を分離して推計していない。
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なお、家庭からの余剰電力量については、今後家庭における電気自動車やヒ

ートポンプ等の追加的新規需要の創出により減少することが想定されるとと

もに、ＲＰＳ制度の在り方等によっても影響を受けることに留意が必要である。

２．２ 風力発電に係る余剰買取電力量及びその買取コスト

長期エネルギー需給見通しにおいては、風力発電等についても２０３０年度

までに一定程度の導入を見込んでいることから、本小委員会においては、風力

発電からの余剰買取コストについても、追加的に試算を行った。

２０３０年度までの風力発電からの余剰買取電力量は約１，８３４億ｋＷｈ

となり、過去５年間における実績買取価格（平均１１．１円／ｋＷｈ）を基に

試算23したところ、その買取コスト（新エネルギー発電に係る増分コスト）に

ついては約０．６兆円となる。

２．３ 一般電気事業者の新エネルギー発電への投資コスト

一般電気事業者１０社は、２０２０年度までに、約３０地点、合計１４万ｋ

Ｗの太陽光発電（メガソーラー）を導入する計画である。当該計画を基に、一

般電気事業者の新エネルギー発電への投資コスト（新エネルギー発電に係る増

分コスト）を試算24したところ、約７５７億円となる。

また、風力発電についても、東京電力（株）による東伊豆風力発電所の開発

などが計画されていることから、主な風力発電の導入計画（３地点、合計６万

ｋＷ）を基に、新エネルギー発電への投資コスト（新エネルギー発電に係る増

分コスト）を試算25したところ、約１億円となる。

23 一般電気事業者による平均発電単価を約 7円/kWh とした。
24 太陽光パネル単価 66 万円/kW、稼働率 12％、耐用年数 17 年、一般電気事業者における平均発電単価約 7

円/kWh との仮定により試算（投資時期が未定であり現在価値に換算していない。）した。但し、用地代

は含めていない。
25 風力発電単価 20 万円/kW、稼働率 20％、耐用年数 17 年、一般電気事業者における平均発電単価約 7円

/kWh との仮定により試算（投資時期が未定であり現在価値に換算していない。）した。但し、用地代は

含めていない。
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３．コストの全体像

シナリオⅠ、Ⅱ、Ⅲそれぞれにおける一般電気事業者が一次的に負担する追加

コスト等26をまとめると以下のとおりとなる。

４．太陽光発電の導入に係るコスト負担の考え方と想定負担

本小委員会においては、新エネルギーの大量導入に伴って発生するコストにつ

いて、各々どのような負担とすることが適当か、各種料金による回収の在り方

等も含めて検討することも目的の一つとしたことから、現行の算定ルールを出

発点に、幾つかの整理の考え方に基づき、料金等による場合の負担水準につい

て試算を行った。

現行の電気料金の算定ルール27においては、将来の一定期間における費用等と

して算定される総原価を７部門に配分した後、送電等非関連コストと送電等関

連コストに整理する。整理された送電等関連コストと送電等非関連コストにつ

いては、それぞれ特定規模需要と低圧需要に配分され、販売電力量等に応じ、

最終的に小売料金（規制部門・自由化部門）及び託送料金が算定されることと

なる。

26 シナリオⅠ（需要家側蓄電池）では、家庭用太陽光発電等からの買取量をゼロとしており、風力発電に

係る買取コストのみを記載している。また、太陽光発電を大量導入した場合の蓄電池容量を内生化して

蓄電池価格を試算した場合には、一般電気事業者が一次的に負担する追加コスト等は、シナリオⅠでは

1.19 兆円（4.10 兆円）、シナリオⅡでは 4.72～5.51 兆円（0.14 兆円）、シナリオⅢでは 4.84～5.63 兆

円（0.14 兆円）となる。
27 一般電気事業供給約款料金算定規則、一般電気事業託送供給約款料金算定規則がある。
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＜現行の料金配分（総原価から小売料金・託送料金まで）＞

新エネルギーの大量導入に係るコストの料金等による負担については、原因者

が特定される場合には原因者の負担となるが、現行の電気料金の算定ルールを

単純に当てはめた場合には「系統安定化対策コスト」の一部は「送電等非関連

コスト」と整理されると考えられるところ、当該整理を出発点に、当該コスト

を「送電等関連コスト」（系統利用者負担として、①半額【整理１】、②全額【整

理２】）と整理する考え方、及び、太陽光発電の設置者による原因者負担と整理

【整理３】する場合の考え方を想定した。その考え方の概念図を以下に示す。

＜現行制度上の整理及び新たな整理に基づく負担の考え方＞

以上の三つの整理の考え方により、今回の検討において試算した太陽光の大量

導入に係るコストのうち、現行の電気料金の算定ルールを単純に当てはめた場

合に送電等非関連コストに整理される、系統側蓄電池（低圧系統に設置される
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もの）、原因者が特定できない配電対策費（低圧系統に設置されるもの）、追加

火力発電及び追加揚水発電（非アンシラリー対策費）及び充放電ロス、揚水ロ

スについて再整理した上で、シナリオⅠ、Ⅱ、Ⅲそれぞれにおける送電等非関

連コスト、送電等関連コスト及び太陽光発電設置者の負担額を整理すると以下

のとおりとなる。

＜シナリオⅠ、Ⅱ、Ⅲそれぞれにおける送電等非関連、送電等関連及び設置者毎の負担額28＞

また、上記整理を基にシナリオⅠ、Ⅱ、Ⅲそれぞれにおける需要種別の負担額

を整理すると以下のとおりとなる。

現行料金算定ルールを当てはめた整理から、導入に係るコストのうち送電等非

関連コストに整理される半額若しくは全額を系統利用者の負担とした場合、い

ずれのシナリオにおいても特定規模電気事業者の一次負担やその需要家の最終

負担の割合が増加し、一般電気事業者の一次負担やその需要家の最終負担（自

由化部門）の割合が減少する29結果となった。

28 ( )内の数字は 2030 年度までの期間における平均負担額として示したものであり、仮に料金負担とした

場合、料金単価が大幅に上昇するのは蓄電池が導入される 2020 年度以降になる。
29 送電等関連コストとしては、一般電気事業者も、その小売料金の中で、特定規模電気事業者と同額を負

担することとなる。
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＜各シナリオにおける需要種別毎の負担額＞
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Ⅳ 検討結果の整理・評価と今後の課題

新エネルギーの大量導入に伴って必要となるコストとして、一定の仮定の下、

三つのシナリオを設定し、系統安定化対策コストを試算したところ、配電対策

を行いつつ、電力系統側で蓄電池を設置して余剰電力対策を行う場合が、最も

経済的なシナリオ（４．６１～４．７２兆円）となった。

他方、今後の蓄電池の価格水準や蓄電池の寿命、実際に必要となる余剰電力対

策量等によっては、需要家側蓄電池による対策又は系統側蓄電池及び揚水発電

による対策の方が経済的となる可能性も否定できないことから、今後、太陽光

発電の普及状況、各地域の状況等も踏まえて、新たな技術・アイディア30の活用

による系統安定化対策コストの更なる低減の可能性も含め、今後も分析・検討

を行うことが必要である。

加えて、今回の試算においては、系統安定化対策コスト（余剰電力対策コスト）

の大幅な低減が見込まれることから、特定の期間等において太陽光パネルの出

力抑制が行われることを前提としているが、こうした太陽光パネルへの出力抑

制機能の追加についても、今回の検討結果を踏まえ、行政を含めた関係者間で

検討を進めることが望ましい。

また、本小委員会においては、各種料金による回収の在り方等も含め検討する

ことも一つの目的であることから、家庭用太陽光発電からの余剰電力買い取り

コスト、一般電気事業者による新エネルギー発電への投資コストなどについて

も、一定の仮定の下で試算したところ、余剰電力買い取りコストについては０．

５６～１．８６兆円、一般電気事業者による新エネルギー発電への投資コスト

については０．０８兆円となった。

なお、余剰買取コストについては、現時点における買取価格や太陽光発電の発

電コスト等を基に試算しているが、今後、家庭における電気自動車やヒートポ

ンプ等の追加的新規需要の創出により余剰電力量が減少することが想定される

とともに、ＲＰＳ制度の在り方等によっても影響を受けることに留意が必要で

ある。

以上の検討結果については、一定の仮定の下で試算したものであり、太陽光発

30 スマートメーターの活用が有効との意見があった。
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電の普及状況や蓄電池の価格変動、電力需要・需要パターンと電源構成、今後

の知見の蓄積、各種制度の変更などによって大きく変わり得るものであること

から、これらの点について今後とも注視することが必要である。

導入に係るコストの料金等による負担については、原因者が特定される場合に

は原因者の負担となるが、現行の料金算定ルールを単純に当てはめた場合には

「送電等非関連コスト」（小売料金に整理されるコスト）に整理されると考えら

れる「系統安定化対策コスト」について、負担の水準感を示すべく、その半額

又は全額を「送電等関連コスト」（系統利用者負担となるコスト）とする考え方、

及び、全額を太陽光発電の設置者による原因者負担とする考え方を採った場合

の需要種別毎のコスト負担額を試算した。

試算の結果、系統利用者負担分として整理する場合には、ＰＰＳの一次負担や

その需要家の最終負担が増えること、原因者負担分として整理する場合には、

太陽光発電設置者の費用負担が増えることにより、普及が遅延・抑制される可

能性があること等が明らかになった。

これらの考え方には、充放電・揚水ロス等の電源に係る費用まで系統利用者が

負担することや主に家庭用太陽光発電の導入に伴う対策費用が自由化部門を含

む全需要家の負担となることの是非、原因者を厳密に特定することの可否等の

課題が存するところ、太陽光発電の大量導入による低炭素社会の実現に向け、

こうした料金負担論のみならず、エネルギー間の競争環境に与える影響、公的

支援の在り方・多寡も含め、今後あるべき負担論について検討を深めていくこ

とが必要である。
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Ⅴ おわりに

本小委員会では、新エネルギーの大量導入に伴って必要となる系統安定化対策

及びコスト負担の在り方について、具体的シナリオの策定や仮に料金による負

担とした場合のその水準感等について、議論してきた。

議論に当たっては、可能な限り最新の知見を取り入れた検討を行うよう努めた

が、一定の仮定を置いたところも多く、今後の技術開発や実用化、知見の蓄積、

各種制度の変更などによっては、比較優位となる対策やそのコスト等が大きく

変わり得るものである点については十分に留意が必要である。

本報告書が、今後の新エネルギーに係る系統安定化対策及びコスト負担に係る

本格的な議論の出発点として有効に活用され、低炭素社会システムを実現する

ための礎となることを期待する。
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